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東名高速道路の岡崎地区は中日本高速道路(株)名古屋支社管内において，最も渋滞発生頻度の高い地点

であり，現在の東名高速道路と平成23年度部分開通予定の新東名高速道路の合流付近にあたるため，さら

なる交通量と渋滞の増加が懸念されている．本稿では現有道路資産を有効活用し，現況幅員の中で車線や

路肩の幅員を再配分することによって，時限的，暫定的に片側2車線区間を3車線区間として運用する計画

について報告する．また，交通状態別事故発生状況の分析結果から得られた渋滞時と非渋滞時における事

故率の差異をもとに，本稿で提案する車線運用が交通集中渋滞の解消・緩和のみならず，交通事故の減少

にも寄与することを言及する． 
 

     Key Words : congestion measures, lane operation, temporary use of shoulder 
 
 
 

1. はじめに 
 
都市間高速道路では，サグ・上り坂やトンネル坑口部

などを中心に未だ多くの交通集中渋滞が発生している．

社会経済情勢が厳しい昨今において，ボトルネック地点

を含むインターチェンジ区間全線を拡幅するといった抜

本的な渋滞対策事業を実施することは難しく，局所的な

交通容量増加を図る付加車線の設置や交通分散を狙った

情報提供によるソフト対策が主流となっている．しかし，

このような対症療法的な渋滞対策によって，交通集中渋

滞を完全解消することは難しく，渋滞先頭地点が下流側

へ単に先送りされたり，渋滞流中に存在していたボトル

ネックが新たに顕在化するなど，その効果は限定的であ

ることがしばしば確認されている． 
一方，諸外国では交通需要が多い期間や時間帯を限定

して，一時的に路肩部を車道部に転用することで交通容

量増加を図る渋滞対策が推し進められており，大きな効

果を発揮している．このように，新たにネットワークを

形成することや改築による物理的な車線増といった大規

模整備・改築ではなく，現有道路資産を最大限に活用し

て，本来求められる道路の性能を確保することが必要に

なってきていると考える1)． 
本稿では，中日本高速道路(株)名古屋支社において取

組んでいる渋滞対策として，現有道路空間の幅員を再配

分することによって，時限的，暫定的に片側2車線区間

を3車線区間として運用する計画について報告する．ま

た，本対策が交通集中渋滞の解消・緩和のみならず，交

通事故の減少にも寄与することを言及する． 
 
 
2. 路肩の利活用に関連する法令と実施事例に関

するレビュー 
 
(1) 路肩に関する基本的事項 
a) 路肩の定義 
路肩の定義は，道路構造令第2条第12号2)において次の

ように謳われている． 
「道路の主要構造部を保護し，又は車道の効用を保つた
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めに，車道，歩道，自転車道又は自転車歩行者道に接続

して設けられる帯状の道路の部分をいう」 
b) 路肩の機能 
路肩の機能は，道路構造令の解説と運用2)において次

の9項目で整理されており，特にⅰ)-ⅲ)が最も重要とさ

れている． 
ⅰ) 車道，歩道，自転車道または自転車歩行者道に接

続して道路の主要構造部を保護する． 
ⅱ) 故障車が本線車道から退避できるので，事故と交

通の混乱を防止するのに役立つ． 
ⅲ) 側方余裕幅として交通の安全性と快適性に寄与す

る． 
ⅳ) 路上施設を設けるスペースにもなる． 
ⅴ) 維持作業や地下埋設物に対するスペースとなる． 
ⅵ) 特に切土部等では曲線部の視距が増大するため，

交通の安全性が高まる． 
ⅶ) 路肩で集水を行えば，車道舗装内部への雨水の浸

透が舗装端で集水するよりも少ないので排水上も

好ましい． 
ⅷ) 維持のゆきとどいた路肩は道路の美観を高める． 
ⅸ) 歩道等を有しない道路にあっては，歩行者・自転

車の通行部分ともなる． 
 
(2) 路肩を利用する上で関係する法令等 
交通安全上あるいは維持管理上，何がしか路肩を利用

する際に関係する法令等については，道路交通法，車両

制限令等に関連記述がみられる3)． 
まず基本的事項として，路肩通行を制限する法令に車

両制限令第9条第1項がある．ここでは，歩道，自転車道

または自転車歩行者道のない道路を通行する自動車は，

その車輪が路肩にはみ出してはならないことを定めてい

る．また，道路交通法第十七条第一項では，車両は歩道

または路側帯と車道の区分のある道路において，車道を

通行しなければならないことを定めている． 
一方，路肩の利用に関しては，交通管理者の権限とし

て道路交通法第75条の3に，警察官は道路の損壊や交通

事故発生などの事情により，高速道路上の交通に危険や

混雑が生ずるおそれがある場合，危険の防止，その他交

通の安全と円滑を図るためにやむを得ないと認めるとき

は(中略)，路肩また路側帯を通行すべきことを命じ，も

しくは規定された自動車の通行方法と異なる通行方法に

よるべきことを命ずることができると定めている． 
 
(3) 国内における路肩の利活用事例 
国内における都市間高速道路の路肩の利活用事例につ

いてレビューした結果，路肩をそのまま走行車線として

運用した事例は皆無であるが，改築時や集中工事時など

一時的に路肩部を活用して横断構成を変更した車線運用

事例は全国各地に多数存在しており，これは交通管理者

との協議によって実行されている． 
a) 長期間の運用事例 
長期間の運用事例には，名神高速道路(京都南-茨木間)

改築時の暫定3車線運用事例や横浜横須賀道路(上り線)
新保土ヶ谷IC減速車線の延伸事例，京葉道路(下り線)船
橋本線料金所先合流車線の延伸事例などがある4)．いず

れも渋滞対策として実施されたものであるが，名神改築

のケースは約2年間にわたりインターチェンジ区間単位

で片側2車線区間を暫定3車線とした運用であるのに対し

て，横浜横須賀道路と京葉道路のケースは連絡施設端部

付近の短区間の路肩を分合流車線として活用したもので

ある． 
ここでは，名神高速道路(京都南-茨木間)改築事業の車

線切回し状況とトンネル部の横断構成を図-1に示し，暫

定運用時の交通状況と渋滞・事故改善効果の検証結果を

概観する． 
栗原ら5)-6)によれば，暫定運用時に片側2車線区間を暫

定3車線運用とし，11.25mの車道幅員を持つ完全路肩ト

ンネルも暫定3車線運用としたことで，改築前から恒常

的に発生していたトンネル部を先頭とする渋滞が解消，

さらに各車線の能力限界に達するにはまだかなりの余裕

が存在しており，極めて安定度の高い交通流が実現して

いることが報告されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 名神高速道路(京都南~茨木間)改築の概要 
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また，交通量と車線利用率の関係では，標準車線幅員

を持つ片側3車線トンネル(中国道宝塚西トンネル)の車

線利用率に比べ極めて類似した軌跡をたどっていること，

追越車線に注目するとその利用率は45%に達する傾向が

見られること，この追越車線の交通特性と交通容量とは

密接に関係し，交通容量は車線数のみに支配されている

ことが報告されている． 
一方，安全性の評価について，改築前期間と改築期間

中の交通事故発生状況を比較した結果，改築前はトンネ

ル部付近での交通集中渋滞が恒常化していたために，渋

滞中および渋滞後尾での事故が多発し，事故率は約100
件/億台キロに達していた．しかし，暫定3車線運用中は

渋滞の解消に伴って，事故率は約20件/億台キロまで低

下し，暫定3車線運用が安全性向上にも寄与したことが

報告されている4)． 
b) 短期間の運用事例 
短期間の運用事例には，集中工事時における車線の切

回し事例が多数存在するが，代表的なものとして中央分

離帯補強工事時における走行車線および路肩縮小運用を

行った名神高速道路工事車線規制事例と，車線幅縮小規

制工事時における走行車線および路肩縮小運用として東

京外環自動車道工事車線規制事例を紹介する． 
これらはいずれも工事実施中における切廻し時の運用

であり，緊急的に路肩部を活用したケースである．ここ

で着目すべきは車線幅員をそれぞれ3.50m→3.25m，

3.50m→3.00mに縮小して運用している点であり，特別な

場合であれば，車線幅員を縮小して運用できることを示

すものである7)-8)． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 工事時における車線切廻しの事例 

(4) 海外における路肩の利活用事例 
海外においては，路肩を動的に開放する交通運用が主

流となっている．具体的には，路肩の構造はそのままと

して，需要交通量が交通容量を上回る時間帯のみ一時的

に路肩を走行車線として運用するものである． 
ドイツアウトバーンでは，路肩を動的に走行車線へと

転用するために道路交通令を一部改正して路肩運用のた

めの標示基準を定め，可変情報板によるオペレーション

を行っている．また，必要に応じて一部幅員構成の見直

しも行っている．Lemke9)-10)は，ドイツアウトバーンの

複数区間における路肩の動的な運用による渋滞状況と事

故状況の改善効果を分析し，ピーク時において路肩を走

行車線に転用することで，渋滞の解消・緩和のみならず，

交通事故の発生も抑制されていることを報告している． 
同様に，イギリスやフランス，韓国においても路肩を

動的に走行車線に運用する取組みが行われている4)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 海外の動的な路肩運用事例 

名神

外環
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3. 東名岡崎地区における現有道路資産の有効活

用による渋滞対策の試み 
 
(1) 道路交通概況および周辺ネットワーク整備計画 
本稿で対象とする東名高速道路岡崎-豊田Jの年平均日

交通量は約10万台/日に達し，名古屋支社管内でも屈指

の交通量の多い区間となっている(図-4)．そのため，交

通集中渋滞の発生頻度も高く，上下線ともに年間で100
日以上の渋滞発生がみられる． 
ここで，交通集中渋滞の発生・解消時間帯分布と事故

発生時間帯分布を比較すると，その位相は概ね一致（特

に上り線において顕著）していることから，交通量が多

くかつ渋滞が発生するような状況下においては，事故の

発生頻度も高くなっているといえる(図-5)． 
 
(2) 交通対策の現状 
当該区間では，サグ部や上り坂などで，無意識のうち

に速度が低下し，これに起因した渋滞が発生しており，

これまでも渋滞発生後の交通処理能力向上を目的として，

LED情報板による速度回復情報の提供を実施してきてい

る(図-6)．これまでの実績から，LED情報板の運用が渋

滞緩和に寄与していることを確認しており，かつ他の渋

滞対策に比べ機動力があることから，渋滞緩和対策とし

て有効な手段となっている． 
一方，安全対策として，渋滞末尾での急ブレーキや追

突を防止することを目的として，進行先の渋滞に対する

注意喚起対策を実施してきている(図-7)．渋滞末尾での

急ブレーキや追突防止を目的として，渋滞末尾に近づい

ていることをいち早くお知らせするために，東名(下り

線)美合PA付近に，青色の自発光デリニェーターと渋滞

警告板を設置している．500m～1km先で渋滞が発生し，

その渋滞を検知すると，自発光デリニェーターが青色に

点滅し，渋滞警告板に「この先渋滞／追突注意」を交互

に表示するものである． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 東名岡崎地区の交通概況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 交通渋滞と事故の発生状況比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 東名岡崎地区における渋滞対策の現状 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 東名岡崎地区における事故対策の現状 
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(3) 路肩を利活用した暫定的車線運用計画 
当該区間では，大規模な改築を伴わず，路肩部を有効

活用した道路幅員の再配分による車線運用を検討する．

具体的には，路肩幅員や車線幅員等を縮小することで暫

定的に3車線とする改良計画を立案する．これにより，

車線幅員構成は現況の3+3.6＠2+0.75+1.5から改良計画で

は，0.75+3.25＠3+0.45+1.5とする(図-8)． 
ただし，路肩の走行車線運用を実施しようとする場合，

以下の課題を克服する必要がある．都市間高速道路では

現在，サーフェースダウン構造の解消を進めているとこ

ろであるが，未だサーフェースダウン構造の地点も少な

くない．また，路肩幅員を縮小すると，路肩の機能とし

て求められる「ⅱ 故障車が本線車道から退避できるの

で，事故と交通の混乱を防止するのに役立つ．」の確保

が難しい．そこで，路肩を利活用した暫定的車線増設計

画にはこれらの条件がクリアされることが必要となるこ

とから，付属する改良計画として，路肩部の舗装を改良

するとともに，概ね500m間隔に非常駐車帯を設置する． 
さらに，運用段階においては，故障車・緊急車両対応

方法の確立が必要である． 
 
(4) 弾力的な車線運用が交通に及ぼす影響予測 
a) 交通状態別事故率に関する知見 
高速道路本線上における交通状態と事故発生状況の関

係性について，渋滞時と非渋滞時の事故率が大きく異な

ることが報告されている． 
大口ら11)は東名(横浜地区)の分析において，QV図から

交通状態を非拘束流域，臨界領域，渋滞領域に区分して

各領域の事故率を比較し，臨界領域や渋滞領域では非拘

束領域比べて事故率が非常に高いこと(40～50倍)を示し

ている．首都高速道路においても後藤ら12)によって明か

り部とトンネル部に区分した同様の分析がなされ，交通

状態と事故率を比較した結果，非拘束領域に対する渋滞

領域の事故率は明かり部で約7倍，トンネル部で約8倍高

いことが示されている．さらに，前田ら13)は首都高速道

路において速度と密度に着目して速度が20km/h以下，あ

るいは密度が80台/km/レーンを超えると事故率が極端に

高くなることを指摘している． 
同様のアプローチにより，佐藤ら14)は当該地区におい

て非渋滞時・渋滞時別に事故率の分析を行っている．高 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 車線幅員構成の変更計画 

速道路会社で定義する40km/h超を非渋滞，40km/h以下を

渋滞として交通状態別の事故率を集計すると，上り線の

豊田JCT～豊田間は区間延長が短いため走行台キロの集

計値が小さく，かつ下流からの渋滞延伸頻度も高いこと

から渋滞時事故率が極端に大きくなっていることから，

これを除くIC区間についてみると，各IC区間とも非渋滞

時事故率は22～44件/億台キロ，渋滞時事故率は224～457
件/億台キロとなっており，渋滞時事故率は渋滞時事故

率の10～14倍となっていることが報告されている(図-9)． 
このように渋滞の改善は事故減少に寄与することが多

数報告されていることから，以降の分析では当該エリア

の渋滞・非渋滞別平均事故率をパラメータとして対策実

施時における交通事故発生件数を予測する． 
b) 予測方法(考え方) 
まず，将来交通量推計結果をもとに，I/O法による対

策有無別の渋滞予測を実施する．この結果から，将来に

おける対策有無別，渋滞・非渋滞の走行台キロを得る．

これに佐藤ら14)が分析した当該エリアにおける渋滞・非

渋滞別の事故率をそれぞれに乗じて対策有無別の事故件

数を予測する．なお，将来交通量について，対策による

渋滞の解消・緩和に伴う追加転換交通量は見込まない． 
c) 交通事故減少効果予測 
東名岡崎地区における暫定3車線運用有無別の将来渋

滞状況および交通事故発生件数を予測する．予測結果に

ついて下り線を例にみると，平成24年度に新東名が三ケ

日JCTで接続することで岡崎地区の交通量は増加するこ

とから，現状の道路構造のままの場合，岡崎～豊田JCT
間の渋滞は渋滞量で現況に対して倍増すると予測される．

また，渋滞の悪化に伴って，事故発生件数も現況に対し

て約5割増加すると予測される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 東名岡崎地区の渋滞有無別事故率 
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図-10 将来渋滞状況と事故発生状況予測結果(下り線の例) 

 
これに対して，岡崎～豊田JCT間の暫定3車線運用す

ると，当該区間の渋滞は大幅に減少し，事故発生件数は

現況に対して約1割減少，現状の道路構造のままの場合

との将来比較で半減すると予測される(図-10)． 
 
 
4. おわりに 

 
本稿では，現況幅員の中で車線や路肩の幅員を再配分

することによって，時限的・暫定的に片側2車線区間を3
車線区間として運用する計画について報告した．この結

果，将来交通量が増加する状況において，車線および路

肩幅員を縮小した車線増設計画が，渋滞の改善のみなら

ず，事故減少にも寄与することを示した． 
今後は，対策実施後における効果検証を経て，同様の

暫定的運用が可能な地点を調査し，本編で提案する車線

運用を展開していきたいと考えている． 
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ATTEMPT OF CONGESTION AND ACCIDENT MEASURES ON EXPRESSWAY 

BY EFFECTIVE USE OF EXISTING ROAD PROPERTY 
 

Hisanaga SATO, Toshiaki MAEKAWA, Shinichiro TANAKA, Kazuteru MORIKITA 
 

 
This paper reports on a plan for the provisional operation of two-lane sections of the expressway as 

three-lane sections for a limited time on the Okazaki district of the Tomei Expressway. This is to be done 
by effectively utilizing existing expressway resources and reallocating lane and shoulder widths within 
the present road width. An analysis of accident occurrence broken down by traffic conditions showed dif-
ferences in accident rates during congestion and non-congestion. Referring to the findings from that re-
search, this paper proposes lane operation that contributes not only to resolving and alleviating traffic 
concentration congestion, but also to reducing traffic accidents. 


